
社会福祉法人 上村鵠生会 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント事業 運営規程 

 

 （事業の目的） 

第１条 社会福祉法人上村鵠生会が開設する藤沢市鵠沼南地域包括支援センター（以下「事業所」と

いう。）が行う介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント事業（以下、「介護予防支援等」とい

う。）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、要支援者に対し、

事業所の担当職員（以下「従事者」という。）が、適切な指定介護予防支援等を提供することを目

的とする。 

 

 （運営の方針） 

第２条 介護予防支援等の実施に当たっては、要支援者である利用者が可能な限りその居宅において

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、介護予防の効果が最大限発揮

され、利用者が有している生活機能の維持・改善が図られるよう、目標志向型の計画を作成し支

援するものとする。 

  ２ 介護予防支援等の実施に当たっては、利用者の要支援状態の悪化の防止に資するよう、その目

標を設定し、計画的に行うとともに、地域との結びつきを重視し、市町村、地域包括支援センタ

ー、老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、指定介護

予防サービス等事業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者、住民による自発的な活動によ

るサービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等と密接な連携を図り、総合的なサー

ビスの提供に努める。 

３  介護予防支援等の実施に当たっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常に改善

を図らなければならない。 

 

 （事業所の名称等） 

第３条 介護予防支援の事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 （１）名称  藤沢市鵠沼南地域包括支援センター 

  （２）所在地 藤沢市鵠沼海岸２丁目１０番地３４号 鵠沼市民センター内  

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

  （１）管理者 １名（常勤） 

管理者は、事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行い、また、当該事業所の従事

者に法令及びこの規定を遵守させるため必要な命令を行う。 

  （２）担当職員 １人以上（常勤・非常勤）保健師等 常勤専任１名 

    担当職員は、介護予防サービス計画の作成その他必要な指定介護予防支援等の業務を行う。 

                

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

 （１）営 業 日 祝日を除く月曜日から金曜日 

 （２）年末年始 年末年始は、１２月２９日から１月３日までを休日とする。 

 （３）営業時間 午前８時３０分から午後５時まで 

 

 （介護予防支援等の提供方法） 

第６条 介護予防支援等の提供方法は次のとおりとする。 

  （１）介護予防支援等の提供に当たっては、利用者の自宅又は事業所の相談室において、利用者及



びその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいようわかりやすく説明を行う

とともに、相談に応じる。 

 （２）担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及

びその家族に面接したうえで適切な方法で利用者の課題分析を行う。 

 

 （介護予防支援等の内容及び利用料その他の費用の額） 

第７条 介護予防支援等の内容は次のとおりとする。 

（１）介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地

域における指定介護予防サービス事業者等に関するサービス及び住民による自発的な活動によるサー

ビスの内容、利用者等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する。 
（２）介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者について、その有している生活機能や健康状

態、その置かれている環境等を把握したうえで、次に揚げる領域ごとに利用者の日常生活の状況を把

握し、介護予防の効果を最大限に発揮できるよう支援すべき総合的な課題を把握する。 
 ① 運動及び移動 
 ② 家庭生活を含む日常生活 
 ③ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 
 ④ 健康管理 

（３）利用者の課題分析の結果等を踏まえた具体的な目標、その目標を達成するための支援の留意点、

指定介護予防サービス事業者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその機関等を記載し

た介護予防サービス計画の原案を作成する。 
（４）サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、

当該介護予防サービス計画の原案の内容について、担当者から専門的な見地からの意見を求める。 
（５）当該介護予防サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し文書により

利用者の同意を得て、介護予防サービス計画とする。 
（６）当該介護予防サービス計画を利用者及びサービス事業所に交付する。 
（７）介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者等に対してサービスごとの計画

書の提出を求める。 
（８）指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サービス計画に基づき、サービスごとの計画

の作成を指導するとともに、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月に

１回、聴取する。 
（９）介護予防サービス計画作成後、介護予防サービス計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて介

護予防サービス計画の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行う

ものとする。実施状況の把握にあたっては、少なくともサービス提供を開始する月の翌月から起算し

て３月に１回及びサービスの評価機関が終了する月並びに利用者の状況に著しい変化があったときは、

利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する。利用者の自宅を訪問しない月においては、可能な限り指

定介護予防サービス事業所を訪問する等の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面

談ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施するとともに、少なくとも１月に

１回、モニタリングの結果を記録する。 
（１０）指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認めると

きは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と

認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師もしくは歯科医又は薬剤師に提供する。 
（１１）介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了するときは、当該計画の目標の達成状況について

評価する。 
（１２）適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合においても、利

用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施

設への入院又は入所を希望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を行

い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行う。また介護保険施設等から退所等を行う場合

には居宅への移行がスムーズに行われるよう連絡調整を行う。 



 ２ 指定介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとす

る。ただし当該指定介護予防支援が法定代理受領サービスであるときは、利用者負担はない。 

 

 （通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、藤沢市 鵠沼松が岡、鵠沼海岸・鵠沼藤が谷・鵠沼桜が岡・本鵠

沼の各一部、とする。 

 

 （虐待の防止） 

第９条 事業者は虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じる。 

 （１）事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について担当職員に周知徹

底を図ること。 

 （２）事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

 （３）事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

 （４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

 （身体拘束等の適正化の推進） 

第１０条 事業者は身体拘束の適正化を図るため、次の各号に定める措置を講じる。 

 （１）事業所における身体拘束適正化委員会（テレビ電話等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について担当職員に周知徹底を図ること。 

 （２）事業所における身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 （３）事業所において、担当職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

 

（感染症予防、まん延防止の対策） 

第１１条 事業所において感染症が発生し、またはまん延しないように、次のように措置を講じます。 
（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおお     

むね６月に１回開催するとともに、その結果について、従業員に周知徹底しています。 
（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 
（３）職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 
 （業務継続計画の策定等） 

第１２条 事業者は、感染症又は非常災害の発生において、利用者に対する介護予防支援の提供を継

続的に実施するための計画及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（「業務継続計

画」という。）を策定し、その計画に従い必要な措置を講じる。 

 （１）事業者は、職員に対し業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び訓練を実施す

る。  

 （２）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い必要に応じて計画の変更を行う。 

 

 （事故発生時の対応） 

第１３条 担当職員は、利用者に対する介護予防支援等の提供により事故が発生した場合には、速や

かに管理者に報告し、藤沢市、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 ２ 事業所は、介護予防支援事業等の実施に際して利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合

には、その損害を補償する。ただし、事業所の故意に又は過失によらないときは、この限りでは

ない。 

 

 



 （苦情・ハラスメント対応） 

第１４条 事業所は、苦情・ハラスメント対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにし、苦情・ハ

ラスメントの申し出または相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応する。また、利用者及び

利用者の家族からの苦情・ハラスメントに迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を講じる

ものとする。 

 ２ 利用者は、提供された介護予防支援や支援計画書に基づいて提供された介護予防サービス等に

苦情がある場合は、事業所、市町村に対して、いつでも苦情を申し立てることができる。また、

国民健康保険団体連合会に対しても、介護予防支援等に関する苦情を申し出ることができるもの

とする。 

 ３ 事業所は、利用者が苦情・ハラスメント申し出等を行ったことを理由として何らの不利益な取

り扱いをすることはないものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１５条  当事業所は、職員の資質向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、業務

体制を整備する。 

 （１）採用時研修 採用後３か月以内 

 （２）継続研修 適宜 

 ２ 職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

 ３ 当事業所は、職員であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

職員でなくなった後においてもこれら秘密を保持すべき旨を、雇用契約の内容とする。 

 ４ この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は社会福祉法人上村鵠生会と事業所の管

理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 ５ 事業所は介護予防支援等に関する記録等の書面を整備し、契約の終了後５年間保存するものと

する。 

 
   附 則 

  この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

 この規定は、平成２０年 ８月２０日一部改正する。 

 この規定は、平成２１年 ２月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２１年 ７月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２３年 ４月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２７年 ９月 １日一部改正する。  

 この規定は、平成２８年 ２月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２８年 ９月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２８年 １１月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２８年 １２月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成２９年 ３月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成３０年 ６月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成３１年 ２月 １日一部改正する。 

 この規定は、平成３１年 ４月 １日一部改正する。 

 この規定は、令和１年 ７月 １日一部改正する。 

 この規定は、令和２年 ２月 １日一部改正する。 

 この規定は、令和２年 １０月 １日一部改正する。 

この規定は、令和５年 ６月 １日一部改正する。 

この規定は、令和７年 ２月 １日一部改正する。 


